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f; 要旨:本研究は，インタビュー調査を基に， r家族・親族の共同育児Jという中国社会の主
化 要な育児形態が在日中国人家庭の育児に与える影響に関する実証研究で、ある。分析結果によ
って，子どもが6ヶ月までに，ほとんどの家庭は「家族・親族の共同育 EJを継承している
ことが分かる。ところが， 6ヶ月以降の育児形態が，夫婦の在留資格の種類，家庭の経済状
-f 況によって，異なる。夫婦のどちらかが留学生の家庭では，子どもを中国の親族に預けるパ
ターンが多く，夫婦が共働きの家庭では，親族の来日によって日本で、の共同育児を行ってお
り，国際結婚の家庭では，基本的に夫婦，または母親中心の育児形態が多く見られる。さら
に，本調査では，父系への偏重から双系化が進んでいる中国社会の「家族・親族の共同育児」
に対して，在日中国人家庭では，母系を偏重する育児援助の選択が顕著であること，家族・
親族の聞に「義務Jとしてきた育児援助が，在日中国人家庭の間では経済上の還元に変わり
1 
" 
つつあることが明らかになった。
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はじめに
「家族・親族の共同育児jは，中国の育児
の特徴として，しばしば，取り上げられる(鄭，
2003 ;落合・山根ら， 2004)。今日の中国都市
部においても この育児特徴が持続されるの
は， r家本位J，r世代の継承を重んじ，家族や
親族を重視する伝統j という文化的要因と，
毛沢東時代の「人多力量大jという人口政策，
人を一定の場所を固定する「戸籍制度Jとい
う社会的要因によるものと指摘されている
(潜允康， 1994;謬建東， 1999;鄭， 2003)。
さらに，中国・タイ・シンガポール・台湾・
韓国・日本，アジア6社会の育児援助を比較
する落合・山根ら (2004)の研究では，中国
の都市家族は，他の諸社会に比べて，家族・
親族を初めとする多くの育児サポートに支え
られているため，育児不安や育児の困難とは
ほとんど無縁であることを明らかにした。
ところが，中国本土の文化的・社会的要因
によって生み出された「家族・親族の共同育
児Jとしづ育児形態は，中国と異なる環境で
育児を行う在日中国人家庭においては，継承
されているだろうか，それとも，変容されて
いるだろうか。また，どのような在日中国人
家庭は「家族・親族の共同育児j を継承しや
すく，どのような在日中国人家庭はそれを変
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容しやすくなるだろうか。それらを明らかに
することは，本研究の目的の一つである。
さらに，法務省入国管理局によれば，平成
16年末においては，在日中国人は，在日外国
人 1)全体 1，973，747人の 24.7切を占め，国別
で第2位となっている。しかしながら，在日
中国を含む在日外国人は年々増加している中，
異文化で育児を行う彼らの育児に関する研究
の必要性が認識されるようになっているが，
研究の数はまだ少ない2)。限られている先行
研究では， 日本語能力，来日年数，就業状況
に焦点を当て，外国人母親が日本人母親より
育児ストレスが少ない，高いソーシャルサポ
ートを持っていることを明らかにしている
(清水， 2002 ;今村・高橋， 2004)。ところが，
ブラジル人母親の育児ストレスが最も低かっ
たのは，ブラジルの「大国の気質」と関連し
ていると，文化の影響3)を言及しながら，自
国文化はどのように彼らの育児行為(育児援
助の選択・利用など)に影響を与えているの
かについては，ほとんど注目されていなし、。
そこで， 本研究は，中国本土の育児文化の
特徴に焦点をあて，在日中国人家庭の育児援
助の選択・利用を規制する文化的・経済的要
因を明らかにすることによって，他の在日外
国人家庭の育児援助の利用，育児困難の特徴
を理解することにも寄与できるだろうと考え
られる。
1 .育児と育児援助
本研究では，これまでの先行研究において
は，ほとんど注目されていない自国文化が育
児行為への影響に焦点をあて，在日中国人家
庭の育児形態を明らかにする。そのために，
本研究では， i家族・親族の共同育児J4)と
「母親中心の育児j という日中両者の主要な
育児形態に対する考えなどに関する項目も加
入する。 干
さらに， 本研究では，育児形態を可視でき
るように， i母親に対して育児役割の遂行を
容易にするために与えられる直接・間接の助
カとするj育児援助5)をキーワードとして使 !
用する。実際に利用している育児援助に着目 ;
し，親族ネットワーク，育児産業，地域社会，
公的サポートに依存している部分，依存度合 '
から， 3類型の育児形態を分析枠組として提 ;
示する。
類型 1の「独立型j とは，周縁にサポート
源の有無にかかわらず，基本的に両親とくに
母親中心の育児パターンをとる育児形態であ t
る。
類型2の「中間型(選択利用型)Jとは，夫
婦中心の育児がより容易に行えるために，子
どもの発育段階 (0-3ヶ月;4-6ヶ月 ;7-12
ヶ月;13-18ヶ月;19-24ヶ月;25 ヶ月 ~3
歳 ;4歳-..，6歳入育児内容(子どもの食事な
どの身辺世話 または子どもの殺などの育
児・教育本質的な部分)によって，サポート
源を選択的に利用する育児形態である。
類型 3の「ネットワーク依存型J(周辺社会
参加型)とは 子どもの養育のほとんどを親
族ネットワークや地域社会などの家族外部に
頼る育児形態である。
本研究は，育児援助をキーワードとし，自
国文化が育児行為に与える影響に焦点をあて
るものであるため まず中国の都市部社会の
育児援助について検討する。
1. 1 中国社会における育児と育児援助
近代の家族・親族の特質について，アメリ
カの社会学者T・パーソンズ(1956)は， r近
代職業体系の存在とその発達により， w社会J
構造の構成要素としての親族組織の相対的重
要性を犠牲にして行われなければなら」ず，
「親族単位のメンバーは，以前はもろもろの
欲求が親族組織の内で相互作用過程のうちに
充足されたものだが 今度は別のルートでそ
の多くを満足させなければならなしリと指摘
する。 しかし，パーソンズが指摘するような
「分離独立した住居Jと「経済的に独立1に
よる「核家族の『孤立~J ，および，近代職業
体系による家族・親族関係、の疎遠と親族単位
の「機能の喪失jいう社会学が見いだした命 科
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、
、、.叫題は， 1949，年以後の中国においても当てはま
叫|べ るとは言いがたい。
Jミ『 では，中国の家族・親族関の伝統的で親密
ぺ引な関係が，産業化による家族の都市化と近代
賞、ぺ職業体系によって破壊されなかったのはなぜ
だろうか。この問題に答えを与えるためには，
ト 家族・親族の互助・援助の関係を重視する文
化的要因と， 1949年以後の都市部における家
f l族・親族ネ ットワーク形成過程の独自性に注
目しなければならない。
~: 1.1.1 中園都市部における『家族・親族の
共同育児Jの文化的要因
族による親族ネットワークなどの特徴を示し
ていると指摘する。
近年の中国都市部の家族・親族に関する松
戸 (1987) と鈴木 (1999，2000)の両研究と
も，中国都市家族が近代化しつつあるが，乳
幼児の保育と老人の扶養が現在も家族・親族
に委ねられることになっていると指摘してい
る。落合・山根ら (2004)のアジア6社会の
育児援助に関する比較研究では，中国社会に
おいては，イ ンフォーマルとフオマーノレの育
児援助の双方に支えられており， r第一に期
待される援助は妻方/夫方いずれにせよ祖父
母による援助であり(どちらかというと妻方
が多い)J ，これが得られない場合には保育園
などの施設利用などに頼るJと指摘する。
1. 1. 2 中園都市部における「家族・親族の
共同育児Jの社会的要因
上述のような文化的な要因のほかに，
「人多力量大(人口が多ければ多いほど生
産活動にとって有力である)Jという毛沢東
時代の人口政策， 一定の場所に固定する 「戸
籍制度」も，都市家族の 「家族・親族の共
同育児Jに社会的な条件を与えている(鄭，
2003 ;落合・山根ら， 2004) 0・
毛沢東時代の人口政策により， 1949年当時，
5億4000万であった総人口数が 1953年には5
億 8060万となり， 1964年には 6億 9458万，
さらに 1973年には9億を超え五年でほぼ1
億ずつ増加した。都市人口も 1949年当時の
5765万人から 1953年には 7826万人， 1992 
年1億8000万人に増加した。このように， 1949 
年から 1979年の一人っ子政策の実施まで，人
口が2倍以上増加し，その結果，子どもの世
話を委ねることのできる親族が多く存在して
." . 
~' I、
中国社会人類学者，費孝通 (1947b)は， w生
仏 育制度』において， r親族は生育と婚姻におい
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事 !て発生する社会関係であるJと述べ，生育機
』吋¥!能が家族・親族の重要な機能であると同時に，
外・生育機能を果たすことによって，婚姻，家族，
親族の存続が可能にあると指摘している。さ
~f" らに，伝統中国社会の養育には，父母共同参
yr 加型の養育と父系親族を偏重する養育という
が 二つの様相をもちながら 親族間で行われる
互助と援助の行為を，権利，義務として「清
算Jされることを好まないため， r義理人情J
としてその経済上，生活上での互助・援助を
行うことである(費 1947b ， 1947a)。この
ように，家族の再生産は，伝統中国社会の家
l族・親族関係を維持すると同時に，育児に対
1 しては親のみならず家族・親族のみなが責任
， 者である。
約半世紀後の謬建東(1999)も文化的要因，
I 伝統的な中国家族という視点に立ち，中国人
J の価値体系においては家族が他の何よりも中
九心的な価値があると指摘し，また，子女の養
f育，教育を通してこの中心的な価値を実現す
る性格をもっと指摘する。
さらに， j番允康 (1994)は，中国の都市家
族が伝統的な家族・親族関係を受け継ぎなが
ら，従来の先祖を祭る習慣などの延長として，
育児，老人の介護という現実的な互助行為を
行うことと，父系家族を中心とした伝統的な
ふ家族・親族関係は父系・母系双方の家族・親
し、る。
また， r戸籍制度」は，人々を一定の場所に
固定し，自由な社会移動を制限する結果，親
族も育児に参加できる地理的な条件をもたら
している。言い換えれば，中国都市人口の増
加は決して先進工業国のように農村から都市
への流入によるものではなく，もっぱら都市
-25-
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にすで、に居住していた人々の自己増殖による
ものである。なぜならば， 1949年以後の中国
では， r戸籍制度jに基づき農村と都市の行政
上の区分をもとに，都市と農村というこ元構
造を形成する形で工業化を進めてきたことに
より，特に 1958年以後，農村から都市へ，あ
るいは小都市から大中都市への移動が厳格に
制限されたからである。
さらに，育児が母親のみの仕事でなく，家
族・親族の共同の仕事として「家族・親族の
共同育児j という育児形態が都市部におい
ても広く存在しているのは，中国社会の賃
金制度にも大いに関わっている。中国の都市
部では， 日本のような家族賃金制度が実施さ
れておらず，性別，婚姻状況を問わず， r特別
な事情のない限り定年まで働かないと年金を
受給できないj という養老保険制度が実行さ
れている。人口センサスによると，女性の就
業者が全就業者を占める割合は， 82年 36.5丸
90年 42.9覧， 2000年 35.仰である 6)。また，
年齢別構成比から女性の就業率をみると， 20 
歳代後半から 30歳代女性の就業率が同年齢
層の 80-90%を占めており，この構成比の高
さから，中国女性の就業は日本のような結婚
や出産，子育てによる一時就業中断のM字型
でなく，ヨーロッパやアメリカのような高原
型である 7)。このように，中国社会では，生
計のために，男女がともに働き，家族の再生
産のために，男女ともに育児を行うと考えら
れる。
1.2 在日外国人の育児に関する研究
これまでの在日外国人家庭の育児に関する
研究には，医療，保健の立場からの研究が多
く占めており，とくに， 90年代には，母子保
健に関する研究は重要な研究テーマとなって
いる 8)。在日外国人の妊娠分娩の実態におい
ては，困った問題として一位は言葉，二位に
生活習慣， 三位;こ保健未加入(医療費問題)
があげられている 9)。育児についてみると外
国人登録の不備(就職証明書)のために入国
を断られることや，外国人子どもの入国数の
増加によってその対応(言語の対応を含む)
に追われている現状が挙げられている 10)。こ :
のように，外国人母親が出産 ・育児において :
多くの問題が抱えているように伺える。
ところが，外国人母親の育児ストレスに関 i
する清水(2002)の研究では， 日本人母親との :
比較の結果，外国人母親でなく， 日本人母親 i
の育児ストレスは， 4カ国(日本，韓国，中 ;
国，ブラジル)のうち最も高い。中国人母親 !
のストレス順位は， 日本，韓国に次いで3位 i
である。さらに，育児ストレスの対処をみる i
と，韓国人と中国人と同様に「気持ちゃ見方 i
を変えるJr人の助けをうるJが最も多かった :
のに対して，ブラジルの母親は「あきらめや ;
我慢するjが多かった。さらに，ブラジル人 ，
母親の育児ストレスが最も低かったのは，
f開放的で、人なつっこしリ， r楽天的J， rおお ;
らかさj というブラジルの「大国の気質Jと
関連していると 文化的な要因から分析され ，
ている 11)。日本人母親が外国人母親に比べて '
育児ストレスが高いのは，日本人の母親では，
「育児は母親の手でJという世間一般の期待 ;
や価値観を内在化させて，期待されている母
親役割を果たさなければという思いがより強
いことと関連していると分析されている 12)。
さらに，育児援助に注目すれば， 日本人母
親に比べて 外国人母親は友人からの育児援
助と家族・親族からの育児援助が共に有意に
高いことが分かる。育児援助源については，
「日本でのサポートJと限定してたずねた結
果， r来日後知り合った人との関係を主なサ
ポート源として良好なサポートシステムを築
いている外国人母親の姿Jが明らかiこなった
1 3) 。
しかし，その一方で，在日外国人女性の精
神鑑定例に基づいた橋爪きょう子ら (2003)
の研究では 日本語の不得意から生じた「母
親失格jという自責感，また， r日本でのアイ
デンティティを保証するものとして捉えてい
る母親役割への没入は， 日本社会での適応の
ための手段であると同時に，それが破綻した 4 
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齢，国籍，来日した時の年齢，来日年数，日
本語の習熟度，在留資格の種類(来日当時と
現在の両方)，教育歴，就学・就業の状況，及
び子ども数，末子年齢， 日本で同居している
家族，在日親族，世帯の月収(調査対象者の
収入の有無を含む)に関する項目から成る。
(b)実際に利用している育児援助 子ども
の年齢段階 (0-3ヶ月;4-6ヶ月 ;7-12ヶ月-
13-18ヶ月;19-24ヶ月;25ヶ月一3歳 ;4-6
歳)ごとに，私的育児援助(双系の親，きょ
うだい，親族，友人)，公的育児援助(公立・
民間の認可保育所，公立・私立の幼稚園，専
門家やサービス機構など)，育児産業(ベビー
シッターなど)に関する項目から成る。
(c)父系・母系の親族に頼る度合 出産前
後と子どもの年齢段階に追って父系・母系の
親族による育児援助の利用状況， i一時子ど
もを中国に預かる場合，父系・母系のどちら
の親族に委ねるJに関する内容からなる。
3. 結果と考察
3. 1血性
調査対象者と夫の年齢，来日年数，就学・
就業状況などは表 1に 子どもの年齢段階ご
とに，利用している育児援助を，表2に示す。
調査対象者の来日年数については，夫婦のど
ちらかが留学生の家庭の多くは， 4年以上に
集中し，共働き，国際結婚の場合， 10年以上
に集中しており，ほとんどの母親が日本語に
堪能で、ある。また，経済状況については，夫
婦共働きの家庭，国際結婚の家庭の収入(月
単位)は 50万円に集中しているのに対して，
夫婦のどちらかが留学生の家庭が 20万円に
集まっている。
3.2 実際に利用している育児援助
表 2に示されているように，在日中国人家
庭の間にも，家族・親族ネットワークは，育
児援助としてもっとも利用されている。1.1
節において，述べたように，文化的・社会的
要因によって，今日の中国の都市部において
も， r家族・親族の共同育児Jとし、う育児形態
2.方法
2. 1 調査対象と実施手続き
本調査は， 2005年 6-9月にかけて，関西在
住の夫婦のどちらかが中国で成人した在日中
国人家庭14)を調査対象に，とくに高学歴層
を主な対象として実施した。被調査家庭を具
体的に 4類型に分けている。すなわち， (1) 
夫婦のどちらかが留学生の家庭 (10ケース)， 
(2)夫婦共働きの家庭 (4ケー ス)， (3)夫婦の
どちらかが日本人の家庭 (5ケー ス)， (4)夫
婦のどちらかが中国残留孤児の家庭 (2ケー
ス)の合計21ケースである。調査方法は訪問
面接調査，電話によるインタビュー調査であ
る。ただし，主に子どもの母親に答えてもら
った。なお 夫婦のどちらかが中国残留孤児
のケースが 2ケースしかないため，今回の分
析から削除した。
2.2 調査内容
主要な調査項目は， (a)フェイス・シート，
(b)実際に利用している育児援助， (c)父系・
母系の親族に頼る度合， (d)親族による育児援
助の「義務j と経済上の「報酬」に関する項
， J 目から構成される。
(a)フェイス・シート
Jtr;時に精神危機に陥るj ことから，在日外国人
、~ 女性にとって母親としての役割増加に伴い
:ykf 日本社会へのさらなる適応も同時に要求され
べ ることは，精神障害の発生の背景要因が増え
ん ると指摘されている。
このように，これまでの研究では，年齢，
日本語能力，来日年数，就業状況に焦点を当
て，外国人母親が日本人母親より育児ストレ
スが少ない，高いソーシヤルサポートを持っ
ていることを明らカ斗こしている。ところが，
彼女らの育児ストレスが少ないことが，自国
文化の影響によると言及しながら，育児にお
ける自国文化はどのように彼らの育児行為
(育児援助の選択・利用など)，母親役割の遂
行に影響を与えているのかについては，ほと
んど注目されていない。
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表1 対象者の基礎情報
調査対象のプロフィール:夫婦のどちらかが留学生の場合
来日年数 日本倍能 就学・就業 末子年 現在の同居
世帯停の月単位 現在所持の
教育歴(夫) の経済状況(本 ビザ種類(来
象 (失) (失) カ 状況(夫) 齢 家族 人の収入) 日当時)
A 133(36)歳 4年(6年)
日常会館 就学中 4歳半 一人I24年(24年 夫、妻、娘 30万位(有り) 留学が因らない (就業中) (家族滞在)
8 132(32)歳 8年(6年) 湛能
就学中 1ヶ月 一人 24年(22年) 夫、妻 20万位(有り) 留学(就学中) (留学)
C 131(32)歳 4年(2年半) 堪能
専業主婦 1ヶ月 二人 21年(22年) 夫、妻、息 20万位(無し) 留学(就学中) 子、集理母 (家族滞在)
D 131(32)銭 8年(7年) 犠能 就学中 3歳4ヶ月 一人 19年(16年)
夫、妻、息 20万位(有り) 留学
(就業中) 子 (留学)
E 134(34)歳 2年(6年) 不得意 専業主婦 5歳半 一人 19年(23年)
夫、妻、息 20万位(有り) 家族滞在(就学中) 子 〈家族滞在)
F 127(30)歳 4年(2年) 日常会話 専業主婦 4織1ヶ月 一人 17年(22年) 夫、妻、娘 20万位(有り)
家族滞在
が困らない (就学中) (家族滞在)
G 131 (33)歳 4年(2年半) 不得意 専業主婦 2ヶ月 二人 19年(22年)
夫、妻、娘、 20万位(無し) 家族滞在(就学中) 息子、実の (家族滞在)
H 127(33)歳 8年(8年) 纏能 就学中 9ヶ月 一人 19年(19年) 夫、妻4息 30万位(あり)
就学
(就業中) 子、実の母 (留学)
1 1 32(32)歳 6年(8年) 権能 就学中 4自民3ヶ月 一人 23年(22年) 夫、妻、息 30万位(有り) 留学(就業中) 子 (留学)
J 129(32)歳 7年(9年) 堪能 専業主婦 3歳半 一人 19年(19年) 夫、妻 30万位(有り) 家族滞在(就学中) (就学)
調査対象のプロフィー ル:夫婦が共働きの場合
' 
対 年齢 来日年数 日本鰭能 就学・就業 末子年 現在の同居 1-."，.. v~ n..1.!ι 明p;.刑判の !教育箆(夫) の経済状況(本 ビザ種類(来 |象 (夫) (夫) カ 状況(夫) 齢 家族
a且... .-.・ ， .・ 唱~.司E函4・ー ・
共に就業 4.3ケ ~、~、拘束、 仕事(家族滞 !① 141(31)歳 20年(9年) 湛能 24年(17年) 息子、実両 50万位(有り)中 月 在)親
② 143(41 )怠 19年(17年) 堪能 共に就業 3& 二人 24年(24年) 夫、妻、息 50万位(有り) 仕事(留学)中 子二人と姪
③ 137(33)緩 13年(16 海能 共に就業 2織10ケ 二人 19年(20年) 失、妻、息 50万位(有り) 仕事(留学)年) 中 月 子、護理母
④ 131 (34)愈 8年(7年) 権能 産休中(就 10ヶ月 一人 19年(19年) 夫、妻、息 50万位(有り) 仕事(留学): -弓，
調査対象のプロフィール:国際結婚の場合
対 年齢 来日年数 日本鰭能 就学・就業 末子年 現在の同居 l!!""の月単位
現在所有の :
教育歴(夫) の経済状況(本 ピザ種類(来!象 (夫) (夫) カ 状況(夫) 齢 家族
J、UJS轟J、t .ー::ua:冒‘
ア 140(46)歳 13年(ー ) 準能 守業主婦 6. 二人 21年(19年) 夫、妻、娘 50万位(無し) 日本人配偶(就業中) 二人 者(留学)
イ 136(36)織 17年(ー ) 準能 産休中(就 5ヶ月 一人 24年(24年) 夫、妻、息 40万位(有り) 仕事(留学)集中) 子
ウ 141(43)歳 18年(ー) 湛能 共に就業 6.陸 一人 I19年(20年) 失、妻、娘 60万位(無し) 仕事(留学)中
ヱ 134(36)簸 (18年) 母館 共に就業 5. 二人 19年(24年) 夫、妻、息 50万位(有り) 日本国籍中 子二人
オ 141(38)愈 (17年) 母鯖 専業主婦 6. 二人 19年(24年) 失、妻、息 50万位(無し) 日本国籍I'~・ 4・._占個 、 ." ・ー， 
注:fzjとfオJは母親が日本人であるケース;、
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子ども
第1子
4歳半
第1子
1 1ヶ月
第1子
4歳3ヶ月
第2子
B 
C 
1ヶ月
D 
第1子
3歳4ヶ月
第1子
5歳半
E 
在日中国人家庭における f家族・親族の共同育児jの変容
表2 実際の育児援助の利用(子どもの発育段階ごと)
4-6ヶ月 10-12ヶ月 ' 4-6 
$<]夫婦二人の育
児、保育所も利用
実の母が来
日、共同育児 夫と二人で日本で育児
義理の母親が来日、共同
育児
実の母が来|実の両親と一緒に中国
目、共同育児iで手伝いさんも
実の姉が来
日、共同育児F:s芸子ども義務方被筑斧広務付が10:1 夫婦二人の育児、日本の保育所も利用
夫が来日後、親族の育児援助(双系)を受けながら、ペーピーシッターも利用して、中国で共同育!夫婦二人の育
児を行った |児、保育所も利用
，と中国での共i夫が来日後、義理の両親と一緒に中国で育児
4歳1ヶ月 | 同音明 | 
第1子
.夫が来日後、双系の親族、とくに実の両親と一緒に中国で育児。
4歳4ヶ月
第2子
F 
G 
H 
2ヶ月
第1子
9ヶ月
第1子
4歳3ヶ月
4-6ヶ月 .; 10-12ヶ月 4-6歳
保育所を利用しながら、夫婦二人で
脊児
日本で、母親中心の育児 夫婦二人の育児、保育所も利用
の母親が|義理の母親
来日、共同育!と日中で共
児 |同育児
義理の両
実の姉が来日、共同膏児|が来日、共b 止 M
同育児 i暗いふ
‘実の両親と，
|保育所を利用しながら、夫婦二人で
1 日本で共同l喝 I....~~~~'I-JI育児育児 t 
J 
① 
6歳10ヶ月
第2子
4歳3ヶ月
来日、共同育|実の両親と一緒に中国で共同育児 | 保育所を利用しながら夫婦二人の育児
日本で夫と二人の育児だが、基本的|日本の保育
に母親中心の育児を行った |所も利用
-6 
私立幼稚園を利用しながら、基本的
に母親中心の育児を行った
実の母親が来日、共同育
児
，<-: 
3歳1ヶ月
第1子 |実の母が来
2歳10ヶ月|目、共同育児
第1子
1歳3ヶ月
② 
③ 
④ 
夫婦二人の|実の商親が来日、共同|義理の両親が来日、共
育児 | 育児 | 同育児
日本の保育所を利用しながら、夫婦
二人の育児。時々、ベビーシッターも
併用
母方の親戚、合計3人が、半年ずつ来日、共同育児
夫婦共同の育児、保育所も利
用、ベビーシッターも併用
ム..L~に母親中心の育児、
どもが1歳8ヶ月から保育所も
実の親と中国で共同育
児、手伝いさんも併用
ア
妻:中国人 第2子
6歳
第1子
5ヶ月
第1子
6 
子ども
1子
9歳
第2子
5歳
第1子
4歳3ヶ月
第2子
1ヶ月
イ
妻-中国人
ウ
?
??
4-6ヶ月 19-2 10-12ヶ
基本的に母親中心の育児 児、保育所の利
用
母親中心のー
児、保育所の利
用
基本的に母親中心の育児
実の父が来日、
共同育児
実の母親が来日、日本で
共同育児
夫婦二人の育
児、保育所も利用日本で、ベビーシッターを雇いながら、夫婦二人の育児
19-24ヶ月
エ
妻.日本人
オ
妻:日本人
4-6ケ 10-12ヶ月
基本的に母親中心の育児 基本的に母親中心の育児、保育所も併用 lに、中国で失の親
基本的に母親中心の育児| 基本的に母親中心の育児、保育所も併用
手の中国語習得に、中国で夫の観
戚と共同育児
基本的に母親中心の育児、保育所も
併用
基本的に母親中心の育児、保育所も
併用
基本的に母親中心の育児
基本的に母親中心の育児
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が広く存在している。ところが，在日中国人
家庭は，中国本土に比べて，家族・親族ネッ
トワークと地理的な条件に恵まれないにもか
かわらず， r家族・親族の共同育児」を基本的
に継承していることがわかる。
ただし，子どもが6ヶ月後， 日本で親族と
共同育児を行うか，母親が子どもを連れて親
族と中国で共同育児を行うか，または，子ど
もを中国にいる親族に預けるかは，家族の類
型によって異なる。表2に示されるように，
10ケースのうち，子どもが親と離れ，中国の
親族に預けられるのは， 7ケースである。子
どもを中国の親族に預ける時期は最長3年の
ケースもある このことから 夫婦のどちら
かが留学生の家庭の多くは，子どもが 6ヶ月
後，子どもを中国にいる親族に預け，子ども
の養育のほとんどを家族外部に委ねる「ネッ
トワー ク依存型j (周辺社会参加型)の育児形
態を取っていると言える。また 子どもが親
と離れる時期から言うと，中国本土の「家族・
親族の共同育児Jを変容しながら，親族ネッ
トワー クを利用していると言えよう。
さらに，表 2をみると，夫婦が共働きの家
庭においても，子どもを中国の親族に預ける
家庭が4ケースのうち， 2ケースもある。だ
が，子どもを預ける時期は夫婦のどちらかが
留学生の家庭に比べて，その時期がかなり短
いことがわかる。さらに，この 2類型の家庭
における親族と日本での共同育児の時期を比
較してみる と， 夫婦が共働きの家庭では，親
族と日本での共同育児の時期は子どもが6ヶ
月以降も続いていることが顕著である。
この2類型の家庭における親族以外の育児
援助の利用にも違いが存在している。夫婦の
どちらかが留学生の家庭では，親族に次いで、
公立の保育所をよ く利用している。それに対
して，夫婦が共働きの家庭では，親族に次い
で，保育所，私立幼稚園， ベビー シッターを
併用しており，利用している育児援助の多様
化が伺える。このことから，夫婦が共働きの
家庭では，夫婦二人の育児がより容易に行え
るために，親族をはじめ，多様な育児援助を !
動員して，子どもの発育，育児内容によって
育児援助源を選択的に利用する「中間型(選 !
択利用型)Jの育児形態が多いと言える。また
親が子どもと離れる時期がない，または相対 i
的に短いことから，中国本土の「家族・親族 i
の共同育児Jを継承していると言えよう。
上述のように，同じく中国人同士からなる i
家庭においても，夫婦のどちらかが留学生の ;
家庭と夫婦が共働きの家庭に使用されている !
育児援助のパターンが異なっている。この違 !
いは，それぞれ所持している在留資格の種類 i
と家庭の経済状況によると考えられる。
留学生とし、う在留資格が，単位の取得状況 :
によって基本的に 1年間，または2年間ごと
に更新するのに対して，仕事という在留資格 :
は， 3年ごと または5年ごとに更新しでも
よい。このことから，留学生という身分は，
比較的に不安定とも言える 15)。さらに言えば， J
留学生が日本で学業を継続できるため，在留 |
資格の更新が必要とされ，在留資格が順調に
更新できるには 学業に専念しなければなら
ない。日本での学業・就業と育児を両立でき
るために，親族が日本に長期的に滞在するの :
が有効な育児援助として期待されるが，それ
に必要な費用は，夫婦が共働きの家庭に比べ
て，夫婦のどちらかが留学生の家庭には，難 ;
しいだろう。
このように，夫婦のどちらかが留学生の家
庭は，在留資格の不安定，また，多様な育児
援助を利用できるほどの経済力の貧弱によっ
て， 日本における学業・育児の両立が難しく
なり，子どもを中国の親族に預ける育児パタ
ーンを選択せざるを得ないと考えられる。さ
らに，在留資格と家庭の経済状況によって，
夫婦が共働きの家庭は夫婦のどちらかが留学
生の家庭に比べて，異文化における育児にお
いも「家族・親族の共同育児Jを継承しやす
いと考えられる。
次に，前述の 2類型家庭の利用している育
児援助の特徴，つまり，夫婦のどちらかが留
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在日中国人家庭における『窓族・観族の共同育児jの変容
、可処 学生の家庭:rネットワーク依存型J(周辺社
会参加型);夫婦が共働きの家庭:「中間型(選
、i 択利用型)jを念頭に置きながら，国際結婚の
、
3.3 双系の親族による育児媛助と母系ヘ
の偏重
中国伝統社会では，幼児の養育は父系親族
を偏重する(費孝通， 1947a)。しかし，表 2
に示されているように，在日中国人家庭の実
際に利用 している育児援助では，父系・母系
の親族ネットワークの両方から援助を受けて
おり，母系の親族に偏っている。とくに，出
産前後の育児援助仁 一時子どもを中国に預
ける時には 母系の親族への偏重は顕著で、あ
る。夫婦のどちらかが留学生の家庭では， 10 
ケースのうち 7ケースは，母系の親族から育
児援助を受けている。他の 2類型の家族も同
様な傾向が見られる。
?
「
?
?
?
》、
，???、
家庭の育児をみよう。
表 2に示されるように，母親が中国人の家
庭では，子どもが 0-6ヶ月の聞に，親族，
特に実の両親と日本での共同育児が多く見ら
れる。ところが，子どもが6ヶ月後，夫婦の
どちらかが留学生の家庭のように，子どもを
中国の親族に預けることもなければ，夫婦が
共働きの家庭のように，親族の来日期間の延
長によって日本での共同育児を行うこともな
い。基本的に夫婦，または母親中心の「独立
型jの育児形態をとっている。とくに，妻が
日本人の国際結婚の家庭では，母親中心の「独
立型jの育児形態が顕著である。また，妻が
中国人，かっ専業主婦である場合も，そうい
う傾向が見られる。
在留資格と家庭の経済状況から考えると，
国際結婚の家庭は， 3類型の家庭のうち，も
っとも多様な育児援助が利用できる家庭であ
る。それにもかかわらず，他の2類型の家庭
に比べて，夫婦，または母親中心の「独立型j
を取っていることから，中国本土の「家族・
親族の共同育児j の影響が弱くなり， 日本社
会の「子育ては母親の手で」という母親規範
の影響を受けていると言えよう。
このように，在日中国人家庭は，家族・親
族ネットワークと地理的な条件に恵まれない
ものの，基本的に家族・親族ネットワークを
利用しながら，共同育児を行っている。さら
に言えば，在日中国人家庭が家族・親族と「分
離独立した住居j によって，地理的に孤立の
核家族となったにもかかわらず，育児のため
に，一時に直系家族，また「隔代家族J1 6) 
になって，不利な居住条件を克服して「家族・
親族の共同育児Jを基本的に継承している。
とくに，出産後6ヶ月の聞に，顕著である。
ただし，出産後6ヶ月以降の育児においては，
3類型の家族の育児形態が大きく異なってい
、
??『?、
d 
出産前後の育児援助について尋ねると，ほ
とんどの調査対象は「……やはり実の母親が
着てもらったほうが，一番安心だし，頼みや
すし、からね・・・…Jと答えた。
「母親が病気だから， 日本に来られないの
で，姉に頼んでみたけどね，仕事があるから，
何ヶ月休むわけにもし、かないし・・・・ー，夫と相
談して義理の母に来てもらうことを決定した
の・・・・・・Jと，実の姉が来日してほしかった Q
さん(夫婦がどちらかが留学生の家庭B)は，
る。
今日、中国の親族関係は，父系親族の偏重
から父系・母系の双系化へと進んでいると指
摘されている(潜允康， 1994)。ところが，在
日中国人家庭の育児援助の選択・利用からみ
ると，その親族関係の双系化が進んでいると
同時に，母系を偏重する傾向さえ伺える。こ
の母系偏重の傾向は，在日中国人家庭が中国
。????
「実の母親がそんなに元気じゃなし、からね，
義理の母親と交替で子どもの面倒を見てもら
った….・ . Jと，実の母親の健康を考慮して，
義理の母親の育児援助をも頼んだ Zさん(基
働きの家庭③)は，語る。
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本土の家族・親族との地理的な不利条件によ
るものと考えられる。
双系の親族が近くに居住している中国本土
の家族は，父系 ・母系の両方が利用できると
同時に，選択の余地も少なくなるのである。
それに対して，在日中国人家庭は，親族の援
助を受ける際に，来日とし、う手続きが必要と
されているため，父系，母系のどちらかの援
助に委ねたいか，各自の需要によって選択的
に利用できる自由も生じてくる。また，母系
の育児援助に偏重するのは，今回の調査が高
学歴層を主な対象として実施したため， r出
産は夫の家でj としづ伝統中国社会の規範に
よる束縛が弱し、と関連しているとも考えられ
る。さらに，在日中国人家庭は，育児援助の
ほかに，出産 ・育児による母親の身体 ・精神
をケアすることも期待しているため，父系の
親族より，身の周りの世話を頼みやすい母系
の方をより多く選択しているだろう。
3.4 r謹務jとしての育児援助から経済上
の還元ヘ
1.1.1節において，述べたように，伝統中国
社会ではp 親族問で行われる互助と援助の行
為を，権利，義務として「清算Jされること
を好まないため， r義理人情Jとしてその経済
上，生活上での互助・援助を行う特徴をもっ
ている。今日も，親家族と子家族の間に，行
われている育児援助は，基本的に「義務j と
して行われている。子家族が，親家族の育児
援助を受けるのみならず，さらに親家族から
金銭的な援助も受けているケースは，珍しく
ない(鄭， 2003;落合， 2003)。
今回の調査では，在日中国人家庭において
も，依然として育児援助における家族・親族
問の 「清算jが見られないが，受けた育児援
助を，暖昧な形で、経済的な補償を親族に還元
することが見られる。
親族の来日の往復航空券や育児援助に対す
る経済上の報酬について尋ねると，留学生の
Hさん(夫婦がどちらかが留学生の家庭 D)
は， r往復チケットはもちろん私たちが負担し
ますよ。……助けてもらっているからね，何 '
かを返せないと思っていました。でも，やは
り言葉を濁して，帰国の時に，お金とか，高
価のものを持たせていますj と，語る。
「・…・往復チケットと帰国の時のお土産以
外に，中国の平均給料の半年分くらいを，帰
国の時に持たせました……，やはりお世話に
なっているからね・・…j と，仕事 ・育児の両
立のため，多くの親戚を動員した Gさん(共
働きの家庭②)は，そう語る。
「・・・・・・私のところがたぶん他の家庭と違う
かもしれません。両親から 20万円のお祝いを
もらいました…・・・j と，仕事で， 日本と中国
を行き来する両親から育児援助の他に，経済
上の援助をも受けている Sさん(国際結婚の
家庭イ)は，そう語る。
今回の調査では Sさんのようなケースが
特例とも言えるほど珍しい ほとんどの家庭
では， Hさんと Gさんのように，何らかの形
で育児援助を提供している親族に経済上の還
元を行った。中国本土においては，育児援助
は，親家族が子家族への「義務Jとして経済
上の「清算Jを好まないが，在日中国人家族
においては，依然として経済上の「清算Jを
回避しながら 事実上，経済上の還元を行っ
ている。
4 まとめと今後の課題
日中両国の育児文化の影響に着目して，実
際に利用している育児援助を考察した結果，
在日中国人家族においても，中国本土と同様
に，家族・親族ネットワークは主要な育児サ
ポートとして使用されていることが明らかに
なった。ところが，表 2に示されるように，
在留資格と家庭経済状況の違いによって， 3 
類型の家庭は， r家族・親族の共同育児jとい
う中国本土の育児形態を変容しながら，継承
していることがわかった。
具体的にみると 夫婦のどちらかが留学生
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在日中国人家庭における「家旗・親族の共同育児jの変容
'L〉家庭における育児形態は，子どもを一時中
1 ~にいる親族に預け，子どもの養育のほとん
どを家族外部に委ねる「ネットワーク依存型J
(周辺社会参加型)である。夫婦が共働きの
主塞における育児形態は，親族をはじめ，多
々業な育児援助を動員して，子どもの発育，育
尼内容によって，育児援助源を選択的に利用
ナる「中間型(選択利用型)Jの育児形態であ
る。国際結婚の家庭における育児形態は，子
どもが 0-6ヶ月の聞に，親族と日本での共
司育児を行うが，その後，基本的に夫婦，ま
たは母親中心の「独立型Jである。
このように，在留資格と家庭経済状況が相
?対的に安定している夫婦が共働きの家庭は，
「家族・親族の共同育児Jを継承しやすくな
るが，不安定の夫婦のどちらかが留学生の家
、皐はそれを変容しながら利用している。星墜
結婚の家庭は，在留資格と家庭経済状況より
むしろ日本の育児文化の影響をうけ，子ども
が6ヶ月後， r家族・親族の共同育児jを利用
しなくなる。
また，今回の調査では，育児援助の利用に
おいては，母系を偏重する育児援助は， 3類
型の家庭においてすべて当てはまることと，
育児援助を求め 求められる側の聞には経済
的な交換が行われることが明らかになった。
今回の調査結果を，ケースが限られている
こともあって，在日中国人家庭の育児形態に
ついていかに一般化できるのかとし、う課題が
残っている。その大きな理由として，外国人
家庭を対象にした研究では，母集団を総体的
に反映する調査対象者を集めることが難しい
という点が挙げられる。この研究も例外では
ないが，今回の調査対象を関西にある大学の
留学生会，中国の新華僑会を通じて得られて
いる。今後調査を行っていく際に，多くのケ
ースの収集と，どのように母集団を反映する
対象者を集められるかが課題となる。
， r‘ 
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